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論文
消費者余剰と再分配
?
本 昇＊
高度に発展した今日の資本主義経済においても，「貧困」 (poverty)とその背
景をなす不均等な所得分布の問題は重要なテーマとして理論と実際の両面から
多くの価値ある研究がなされてきた。本稿はこの貧困問題の理論的基礎に吟味
を加え，その結果に基づいてささやかな 1つの政策的提言を行なうことを目的
としている。そのために以下においてはまずマーシァルに始まる「消費者余剰」
(consumer's surplus) の概念を取上げ，それをヨリ綿密に定義して社会的経済
厚生の状態を判定するための指標として用いる。次に，個別消費者の行動に関
する 1つの仮説が設定され，それに基づいて消費者均衡の状態がヨリ一般的に
検討される。その結果，厚生改善の余地を貧困者と富裕者の存在に求め，貧困
の除去ないし軽減によって社会的厚生が増大することを示す。最後に，この貧
困除去のための所得再分配政策として，「負の賃金税」を含む特有の「所得補
償制度」が提案される。
I マーシァルとヒックスの消費者余剰
マーシァルは「消費者余剰」の概念を「消費者がそれなしですますよりもむ
しろ支払ってもよいと考える価格が実際に支払う価格を越える超過分」と規定
している。これを図示すると次のようになるであろう。
＊）本稿の論議に対し，有益なコメントをしていただいた山本繁綽氏にここで謝意を表し
ておきたい。
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第 1 図
第 1図のヨコ軸には購入した財の量および支払われる貨幣量，タテ軸には財
の貨幣単位当たり限界効用が測られている。購入される財の量はODであり，
?
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これは支払われた貨幣量に等しい。そしてその財から得られる総効用は面積
BODA, 支払われた貨幣の効用はCODA,残された貨幣量（貯蓄）はDFであ
る。そして消費者余剰は BODA-CODA=BCAで示される (Marshall⑬〕）。
マーシァルの消費者余剰は効用の可測性と貨幣の限界効用一定の仮定の上に
考えられたものであるが，後にヒックスは『価値と資本』において一般均衡理
論の立場からこの可測的効用の前提を排して，無差別図表を用いてその再説を
行なった (Hicks⑬〕）。このヒックスの解釈を第 2図で説明しよう。
?
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第 2 図
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図のヨコ軸には合成消費財X,タテ軸には貨幣（所得）が測られている。問
題の消費者は初め貨幣OAを所有している。価格線（予算線）をABとすると，
彼はE点で効用最大の均衡点に達し，無差別曲線 I。で示される総効用を獲得
するが，この場合E点では財をOFだけ購入し，それに貨幣AGを支払ってい
る。しかし彼が当初貨幣のみを所有していたときの総効用はA点に始まる無差
別曲線 Iiで示されているから，財XをOF単位購入した場合，最初と同じ総
効用水準を維持するには h曲線上のD点にいればよいわけであるが，実際に
は彼はE点に到達しているので，消費者余剰を ED=GHだけ得たことにな
る。このEDがマーシァルの消費者余剰である，とヒックスは主張するのであ
る。
ところが，このヒックスの解釈には A.M.ヘンダーソンの批判がなされ
(Henderson⑫〕），ヒックスはそれにこたえて， 1944年の論文と『需要理論J
において4種類の消費者余剰の概念を区別して説明している1>(Hicks 〔〇，
(6〕)。ヒックスの説明はウィンチによってヨリ平明に説明されているので，そ
れを次に図示しよう (Winch(10〕）。問題の消費者は価格線がM。M。'に与えら
れるとき均衡点Aにあるとし，価格線がM。M。”になると，均衡点がB点に移
M 
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1)消費者余剰の尺度は少なくとも 7種類挙げうることが知られている (Hicks⑮〕）。
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るとしよう。先の第2図の消費者余剰EDに相当するものが第3図ではB点に
おける距離BCであることはただちに明らかであろう。ヒックスはBCを「補
整的余剰」 (compensatingsurplus)と呼んでいるが，その他に次の 3種類の消
費者余剰を挙げている。 (1) 距離DAで測られる「等価的余剰」 (equivalent
surplus), (2) B F = MoM1で測られる 「補整的変差」 (compensatingvaria-
tion), (3) EA= M2Moで測られる「等価的変差」 (equivalentvariation)。
ヒックスはこれらのすべてが消費者余剰と名付けうるものであるとみている
が，結局それらはBCの近似（代替）的尺度とみられるだけで， ヒックスがマ
ーシァルの消費者余剰とみなしたものの説明としては，『価値と資本」におけ
るそれと本質的に変わりはない。問題はヒックスの消費者余剰がマーシァルの
それと同じものかどうかということである。
第2図のED,あるいは第3図のBCもしくはDAをよくみると，それらは
消費者余剰を貨幣を尺度として測っていることがわかる。たとえば第2図のE
Dは， A点での効用と等しい効用を，財XをOFだけ獲得した後に維持しよう
とすれば，貨幣（非消費支出＝貯蓄）はHO=DFだけあればよいが，実際には
GO=EFだけ残っているから，その差EDが消費者余剰である，とヒックス
は述ぺている。残された貯蓄EFのうちの一部としてそれが説明されているの
である。これに対し，マーシァルの消費者余剰は，第1図から知られるよう
に，獲得した財のうちに消費者余剰が体化されている。ヒックスのそれは第1
図でいえば DAEFの一部であるが，それがBCAの面積より広ければその代
役はつとまるが， DFが非常に小さくなり，あるいはゼロになると，それは不
可能となる。そうすると，マーシァルの消費者余剰はヒックス流に表現する
と，どうなるのであろうか？
筆者はそれを第2図の距離JE=KFによってあらわすのが至当であると考
える。なぜなら，問題の消費者がA点におけると同じ効用水準にとどまるため
には，貨幣をGOだけ貯蓄（保留）する場合には，財を OK=GJだけ獲得し
ていればよいのであるが，実際には財をOF=GEだけ得ているから，その差
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JEが消費者余剰となるからである。このJEは獲得した財に付された効用の
余剰として財で測られており，マーシァルの第 1図の財ODに含まれているそ
れと同等もしくは最も近似したものであることはいうまでもなかろう。特にこ
の測定法は，後に知られるように，消費者が貯蓄をしない場合にはヒックス的
には測定しえない消費者余剰の測定を可能にする。
I[ 消費者均衡，消費者余剰，パレート最適
消費者均衡の状態は消費者余剰最大の状態でもある。その消費者余剰を中心
にして考えると，われわれは消費者均衡の一般的な状態を角度を変えて理解す
ることができる。それは消費支出とともに「貯蓄」の行なわれる状態を分析し
ているからである。通常，消費者行動の理論は消費者の貯蓄を明示的に説明し
ていない。しかし貯蓄を同時に取上げることで興味ある分析が行なわれる。貯
蓄は個人に効用をもたらすが，消費者余剰を生まないという点が重視さるべき
であろう。
ところが，消費者均衡の状態では，すべての消費者が貯蓄をしているとは限
らない。ある人は貯蓄をし，他の人はそれがゼロの生活をしているが，これが
問題である。というのはその所得＝消費＋貯蓄から得られる消費者余剰の前者
に対する比率は人によって大きな差があるであろうからである。
そこで完全競争社会での消費者均衡の状態と両立する「パレート最適」状態
を考え，その場合の消費者均衡の内容を次に検討する。
1[ 消費者行動仮説と種々のタイプの消費者均衡
消費者は一般に貧困者（低所得者）ほど所得中必需財への支出の比率が高く，
消費性向が高いが，富裕者（高所得者）はこの傾向が逆になる。貧困者は貯蓄
がマイナスにもなり，富裕者は貯蓄性向が高い。これらの点にかんがみて，消
費者行動についての 1つの仮説を次のように設定する。
（仮説〕消費者の効用関数が一般に独立変数として財と貨幣を含むものとする
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と2)' 財と貨幣との間の代替の程度を示す無差別曲線の孤弾力性は貧困者
ほど小さく（勾配が急になり），富裕者ほどそれがヨリ大となる。
この仮説は，第4図のような各所得水準ごとの無差別曲線が消費者一般につ
いて想定され，貧困者の曲線ほど相対的に低位に位置し，富裕者になるほどそ
れが上位に位置することを示している。この勾配のそれぞれ異なる多数の無差
別曲線群はまた同じ消費者の所得水準ごとのそれを示すものと考えることもで
きよう。
このような行動仮説は消費者余剰の多様性を明らかにするのに有用であるこ
とが知られよう。すなわち，いま消費者均衡の状態を代表的な高額所得者（富
裕者） R, 中間所得者M,低額所得者（貧困者） Pの3者について，第2図と同
様な図で示すと，次の第5, 6, 7図のようになる。第5, 6図におけるOK
は貨幣で保有することを選択された所得すなわち貯蓄である。それが第 5図の
富裕者では多額であり，第6図の中級者の場合は消費支出に比してそれより小
さく，第7図の貧困者では貯蓄はゼロで，その所得〇切はすべて財に支出さ
2)ここでは消費者間の相互依存性ないし外部効果の問題を特に考慮の外におくことにす
る。この点を考慮する試みとしては，たとえば Hochmanand Rodgers 〔刀を参
照されたい。
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れてしまっている。消費者余剰はこの 3者でいずれもEFであらわされている
が，それはそれぞれの所得ないし支出に比して貧困者ではきわめて大きく，富
裕になるほどその割合はヨリ小となっている。しかしその絶対量は一般に富裕
者ほどヨリ大であろう。
ここで特に重視すぺきは，貯蓄ゼロの消費者における均衡状態の差異であ
る。たとえばいま同じように貯蓄ゼロの消費者2人を考え，その無差別図表が
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第 8 図 第 9 図
第8, 9図のようになっているとしよう。すぐわかるように，第8図の消費者
の方がヨリ急勾配な無差別曲線に当面している。どちらの消費者も a点で均衡
に達し，所得はすべて支出し，消費者余剰acを得ている。しかし消費者余剰
の絶対量は第9図の消費者の方がヨリ大であるが，その相対量は第8図の消費
者の方がヨリ大である。その原因はもちろんa点を通る無差別曲線が第8図の
方がヨリ急勾配であることにある。しかも第8図の消費者の場合， a点は到達
可能な最上位の無差別線 UP11と価格（予算）線 abとの接点ではなく，交点
なのである。これに対し，第9図の消費者の場合は， a点はab線と無差別曲
線 UP21の接点となっている。このことは，第8図のような消費者の場合，そ
の財への支出はまだ望ましい水準に達しておらず，したがって所得がもう少し
多ければヨコ軸OX上に接点がくるような無差別曲線上での消費が望まれるこ
とを物語っている。つまり，その予算線abと接するような無差別曲線は，ョ
コ軸OXを仮りに下方へいっそうシフトさせるなら，たとえば第10図のd点の
ような点でab線と接する， UP11より上位の UP12に求められるというこ
と，したがってab線がヨリ大なる所得（貨幣）を得て右シフトするなら，そ
れがa点より右方，たとえば C点でヨリ上位の無差別曲線との接点を見出だし
うるということである。
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第8図のような消費者は貯蓄ゼロではあるが，それは第 9図のそれのように
所得がそれ以上になれば，その増加分は貯蓄（貨幣で保有）しうるのとは違っ
て，むしろその増加分もある一定水準までは支出の不足分に充当されるのであ
って，このような必要な生活資金に事欠く消費者をここでは「真の貧困者」と
呼んでおきたい3)。
この種の真の貧困者と，貯蓄がちょうどゼロという第9図のような消費者，
およびそれ以上の所得受領者の間を分かつ大きな特徴は，真の貧困者にあって
は貨幣の限界効用，すなわち財の最後の 1単位に支出される貨幣の限界効用が
貨幣単位の価値（たとえば1円）より大であるということである。ここではもち
ろん貨幣の限界効用は一定と想定されているが，それは貯蓄がちょうどゼロま
たは正の消費者の場合に 1円に等しくおかれるのとは異なっている。つまり，
通常貯蓄がちょうどゼロまたは正になる消費者は，マーシァル流に表現する
と，ちょうど 1円を支払ってもよいと思う財に 1円を支払う点まで支出してい
るのである。したがって，貯蓄者の行なう貯蓄の各1円はそれ以上の効用をも
たらす支出対象をもたなかった残額であるといえる。これを効用の可測性の問
題を別にしてマーシァル流の図で示すと，次のようになろう。
3)もちろん真の貧困者は保有資産もゼロであるとみてよい。 ，?
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第11図の真の貧困者では，消費支出 OX。は望ましい水準に達しておらず，
財の限界効用は貨幣の限界効用 1円を示す Obより高いax。で止まっており，
第12図の消費者は最後の財に cX1=0b=1円の効用を認め， OX1の貨幣を支
出し，所得の残り X1応は貯蓄している。真の貧困者は，第11図でもしその所
得が OX1まであれば，その全額を支出することを必要としているのである。
これが先の第10図でみた帰結のもつ意味である。
IV 次善的所得分配と再分配政策
前節の分析から，真の貧困者は財に 1円以上の限界効用が得られる余地を残
しながら所得が少ないため低水準の生活に廿んじている消費者であることが知
られたが，このような人々を放置することは客観的にみて社会的損失であると
いえよう。なぜなら，他方に現行支出以上の財から 1円以下の限界効用を得る
よりもむしろ支出しない方がよいと考えて貯蓄している人々はその生活に必要
な財をすべて獲得しているから，消費者余剰は制約なしに極大化されているの
に対し，真の貧困者は，その所得が過少なために，これが制約となって，その
消費者余剰は可能な極大値に達していないからである。そこで富裕者の財への
支出を減少させることなく，貧困者の財への支出を増加させることができれ
ば，社会全体の個人消費者の総効用をさもない場合よりも増大させることがで
10 
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きよう。このように財消費の不足にともなう効用の未充足分と非支出としての
貨幣貯蓄による効用の追加分とでは，いわゆる基数的効用の世界に戻ることな
しに，前者が後者より大であると判定することができよう。そしてすぺての消
費者がパレート最適の状態にあるとしても，その社会が真の貧困者と富裕な貯
蓄者を同時に擁している限り，貯蓄者の貨幣を真の貧困者に移転させることに
よって，真の貧困者の財への支出を増大させ，それによってその総効用を増大
させうるならば，徴発された貨幣は消費者余剰の喪失をともなわないが，それ
による財支出の増加分は消費者余剰の増大をともなうから，社会的にヨリ大な
る経済厚生を生み出すことになろう。したがって，この所得移転の是非につい
ての判定規準はかなり客観的に承認されうるものと思われる。
このような所得移転がもたらす厚生上の結果の最も単純な例は第13図のボッ
クス・ダイヤグラムに示されている。価格線abの下で，当初の均衡点はa点
であり，そこで富裕者は財を ax。だけ購入し貨幣を XoOR貯蓄している。こ
れに対し，貧困者は財 Opaを購入している。所得移転分は MoM1であり，
これは富裕者の貯蓄 XoORをふOR'に減少させるが，貧困者はその移転所
得で財の購入を ac=X。ふだけ増加させ，新しい均衡点は C点となる。この
結果，貧困者の消費者余剰，したがって社会全体のそれは cf-aeだけ増加す
る。この種の所得再分配は，補償原理に訴えるまでもなく，経済厚生を初期の
パレート最適状態から改善するから，少なくとも「次善的分配」 (second-best
distribution)を達成しているとみられよう。ここで次善的分配とは，最善最適
の分配あるいは「至福」 (bliss)の状態がパレート最適のすべての状態のうち社
会的厚生関数を極大ならしめるような分配であるのに対し，それよりは明らか
に劣るものではあるが，しかし消費者余剰の社会的総計を極大ならしめる分配
状態という意味である。すなわち，他のなにびとの消費者余剰をも損なうこと
なく，所得移転によって少なくとも 1人の社会構成員の経済状態（消費者余剰）
を改善しうるならば，そのときにはその改善によって社会の経済厚生を増進さ
せることができ，この意味で経済厚生の改善の余地のなくなった状態を次善的
11 
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分配とみなす。
注意すべきは，この所得再分配が貨幣から財への転換を結果することで，こ
れが市場における有効需要の増大につながることである。
しかし最善の分配には個人の総効用の集計値に依存する社会的厚生関数の極
大化が求められるとすれば，これを達成するためには，財，貨幣の両者を含め
て，すなわち財から財への，もしくは貨幣から貨幣への再分配をも含めて，社
会の経済厚生を増進させる余地を考え，それが不可能となった状態を規定しな
ければならない。この方向への展開は現に補償原理ないし厚生規準の援用なし
には論議しえないが， 1つの道はマーシァル流の貨幣の限界効用一定の仮定を
再考するときに開けてくるようである。しかしその場合の再分配が社会的な福
祉状態の改善になるかどうかはなお判定困難であり，ここではこれ以上立ち入
らないことにする。
V 「所得補償制度」の提案
真の貧困者を救済する方法としては最低必要所得水準を設定し，それ以下の
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所得者に生活補助金を給付する所得維持方式と，いわゆる「負の所得税」とが
考えられるが，勤労意慾の喪失を防止する積極的なプランとしては「負の所得
税」の方が優れていると思われる4)。しかしここではむしろ実際政策の面から
考えて，負の所得税よりも「負の賃金税」 (NWT)の制度を推奨したい。その
理由は，低所得者，特に真の貧困者は非賃金所得者中にはほとんどいないだろ
うということと，賃金所得は当局による所得把握がきわめて正確になされ，賃
金所得者の所得隠蔽による利得はほとんどないであろうということである5)。
しかしここで推奨される「所得補償制度」 (ICS)では，単に一定水準以下の
賃金水準に対する補償給付という NWT方式を採用するだけでなく，それに
加えて必要な財源を一定所得水準を越える超高額所得者への累進制の課税，す
なわち「富裕税」によって調達するという収支均等制度として提案されるので
あって，この意味で他の公共財政計画を侵すおそれはない。以下にこの制度に
ついて若干の注釈をつけ加えておこう。
問題は次のような点について生ずるものと思われる。 (1)必要最低賃金水準は
どのように設定されるか？また福祉補償の上限をどこにおくか?(2)所得の制約
による真の貧困者の消費不足分の判定はいかにして行なわれるか？
(1)については，労働者家計のいわば「生存賃金」を算定する必要があり，各
年令ごとの家族一人当り必要最低生活費を計算し，これに基づいて家計ごとの
「必要最低生存賃金」を算出すればよく，したがって負の所得税プランにみら
れる所得者当りの必要最低所得とは異なり，各労働者家計によって「必要最低
賃金水準」 (DLW)は異なることになる。このDLWが下限となり，これから
補償が行なわれる上限，すなわち必要最低生活以上の文化的生活を維持するに
必要な下限ないし一般的な貯蓄ゼロの最高所得水準をたとえばDLWの50%増
の水準と決めることによって補償率を決定する。補償の下限DLWでは，貯蓄
4)この点については Zeckhauser(11〕を参照されたい。
5) 「負の所得税」と「負の賃金税」の比較研究の一例は Browning〔l〕にみられる゜
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はもちろんゼロであるが，これは貯蓄ゼロの下限であり，これ以上の所得があ
っても追加所得は消費支出の増加に向けられるはずである。そして追加所得が
貯蓄に向けられる可能性が一般的に生ずる水準が補償の上限である。
そうすると，福祉維持増進のための補償額Sは， DLWの水準をM,賃金所
得合計をw,税率を tとすると，マスグレープに従って
S=M-tW 
で与えられる (Musgrave⑲〕）。補償所得を含む受取所得合計はW+S=(l-
t)W+M=Yとなり， Yの上限はWoである。税率tはもちろん M/W。に
等しい。これらの関係は第14図に示されている。 Wo以下の各賃金水準Wに応
ずる補償所得はMN線と 45°線の間の垂直な距離で示される。
次に(2)について。消費不足分の判定は，移転所得が消費支出に充当されるこ
とを義務づけることで可能であり，奢移的支出が追加されることなく，かつ貯
蓄がなされないことによって事後的にも判定ができよう。
ついでながら，所得補償の下限Mは補償を要しない人々に対する所得課税の
際の基礎控除額に一定の根拠を与えるものとみてよいであろう。
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